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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のサブキャリア間隔を用いる端末であって、
　前記サブキャリア間隔に基づいて、同期信号及びシステム情報が含まれる周期的なブロ
ックがマッピングされたシンボルを受信する受信部と、
　前記ブロックに関連付けられたリソースを使用して、ランダムアクセスを実行する制御
部と、
を備える端末。
【請求項２】
　前記受信部は、前記周期的なブロックのシンボルの位置と制御信号のシンボルの位置と
が分離されている信号を受信する、
請求項１記載の端末。
【請求項３】
　前記受信部は、第一の周期的なブロックのシンボルの位置と第二の周期的なブロックの
シンボルの位置とが、離散的である信号を受信する、
請求項１又は２記載の端末。
【請求項４】
　前記受信部は、前記第一の周期的なブロックのシンボルと前記第二の周期的なブロック
のシンボルとの間に、同期信号を含まない１又は複数のシンボルが配置されている信号を
受信する、
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請求項３記載の端末。
【請求項５】
　前記受信部は、前記周期的なブロックが配置されるシンボルの数及び位置のいずれか一
方がサブキャリア間隔に基づいて定められる信号を受信する、
請求項１乃至４いずれか一項記載の端末。
【請求項６】
　複数のサブキャリア間隔を用いる基地局であって、
　前記サブキャリア間隔に基づいて、同期信号及びシステム情報が含まれる周期的なブロ
ックをシンボルにマッピングする制御部と、
　前記同期信号及びシステム情報が含まれる信号を送信する送信部と、
を備える基地局。
【請求項７】
　複数のサブキャリア間隔を用いる端末が実行する通信方法であって、
　前記サブキャリア間隔に基づいて、同期信号及びシステム情報が含まれる周期的なブロ
ックがマッピングされたシンボルを受信する受信手順と、
　前記ブロックに関連付けられたリソースを使用して、ランダムアクセスを実行する制御
手順と、
を実行する通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信システムにおける基地局装置に関連するものである。
【背景技術】
【０００２】
　３ＧＰＰ（３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ
）では、システム容量の更なる大容量化、データ伝送速度の更なる高速化、無線区間にお
ける更なる低遅延化等を実現するために、５ＧあるいはＮＲ（Ｎｅｗ　Ｒａｄｉｏ）と呼
ばれる無線通信方式（以下、当該無線通信方式を「ＮＲ」という。）の検討が進んでいる
。ＮＲでは、１０Ｇｂｐｓ以上のスループットを実現しつつ無線区間の遅延を１ｍｓ以下
にするという要求条件を満たすために、様々な無線技術の検討が行われている。
【０００３】
　ＮＲでは、ユーザ装置と基地局装置とが接続を確立する際の初期アクセスにおいて、基
地局装置から送信される同期信号によるセル検出及びセル同定、及び初期アクセスに必要
なシステム情報の一部の取得が、ユーザ装置によって行われる（例えば非特許文献１）。
【０００４】
　また、ＮＲでは、無線フレームの構造として、異なるサブキャリア間隔（ＳＣＳ：Ｓｕ
ｂｃａｒｒｉｅｒ－Ｓｐａｃｉｎｇ）を適用することが検討されている。ＳＣＳは、例え
ば、１５ｋＨｚ、３０ｋＨｚ、６０ｋＨｚ、１２０ｋＨｚ又は２４０ｋＨｚが想定される
。また、ＮＲでは、ＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）と同様の低い周
波数帯から、ＬＴＥよりも更に高い周波数帯までの幅広い周波数を使用することが想定さ
れている。特に、高周波数帯では伝搬ロスが増大することから、当該伝搬ロスを補うため
に、ビーム幅の狭いビームフォーミングを適用することが検討されている（例えば非特許
文献２）。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】３ＧＰＰ　ＴＳ　３６．２１３　Ｖ１４．２．０　（２０１７－０３）
【非特許文献２】３ＧＰＰ　ＴＳ　３６．２１１　Ｖ１４．２．０　（２０１７－０３）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】



(3) JP 6768151 B2 2020.10.14

10

20

30

40

50

【０００６】
　ＮＲにおいて、初期アクセスに必要な同期信号及びシステム情報の一部は、連続したＯ
ＦＤＭ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐ
ｌｅｘｉｎｇ）シンボルから構成されるＳＳ　ｂｌｏｃｋ（Ｓｙｎｃｈｒｏｎｉｚａｔｉ
ｏｎ　Ｓｉｇｎａｌ　ｂｌｏｃｋ）と呼ばれるリソースユニットで、無線フレームにマッ
ピングされる。また、ＮＲにおいては、無線フレームに異なるＳＣＳが並行して適用され
る場合が想定される。
【０００７】
　ここで、ＳＳ　ｂｌｏｃｋは繰り返し基地局装置から送信されるため、異なるＳＣＳが
適用されている無線フレームに対して、ＳＳ　ｂｌｏｃｋがマッピングされている期間に
おいて、ＤＬ（Ｄｏｗｎｌｉｎｋ）／ＵＬ（Ｕｐｌｉｎｋ）制御信号の送信機会を阻害す
るケースが考えられる。
【０００８】
　本発明は上記の点に鑑みてなされたものであり、基地局装置とユーザ装置とを有する無
線通信システムにおいて、基地局装置が無線信号に同期信号及びシステム情報が含まれる
ブロックを適切に配置して、効率の良いリソース配置を実現する技術を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　開示の技術によれば、複数のサブキャリア間隔を用いる端末であって、前記サブキャリ
ア間隔に基づいて、同期信号及びシステム情報が含まれる周期的なブロックがマッピング
されたシンボルを受信する受信部と、前記ブロックに関連付けられたリソースを使用して
、ランダムアクセスを実行する制御部と、を備える端末が提供される。
【発明の効果】
【００１０】
　開示の技術によれば、基地局装置とユーザ装置とを有する無線通信システムにおいて、
基地局装置が無線信号に同期信号及びシステム情報が含まれるブロックを適切に配置して
、効率の良いリソース配置を実現する技術が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施の形態における無線通信システムの構成図である。
【図２】初期アクセスに係るＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピングの例を示す図である。
【図３】異なるＳＣＳにおけるＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピングの例（１）を示す図である
。
【図４】異なるＳＣＳにおけるＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピングの例（２）を示す図である
。
【図５】本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋが無線フレームにマッピングされ
る手順を説明するためのフローチャートである。
【図６】本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋが１５ＫＨｚＳＣＳで送信される
場合のマッピング例を示す図である。
【図７】本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋが３０ＫＨｚＳＣＳで送信される
場合のマッピング例を示す図である。
【図８】本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋが２４０ＫＨｚＳＣＳで送信され
る場合のマッピング例を示す図である。
【図９】本発明の実施の形態におけるＳＣＳごとに設定するＳＳ　ｂｌｏｃｋ数の例を示
す図である。
【図１０】本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋが複数のＳＣＳの無線フレーム
に並行してマッピングされる例を示す図である。
【図１１】基地局装置１００の機能構成の一例を示す図である。
【図１２】ユーザ装置２００の機能構成の一例を示す図である。
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【図１３】基地局装置１００及びユーザ装置２００のハードウェア構成の一例を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。なお、以下で説明する実施の形
態は一例に過ぎず、本発明が適用される実施の形態は、以下の実施の形態に限られるわけ
ではない。
【００１３】
　本実施の形態の無線通信システムが動作するにあたっては、適宜、既存技術を使用でき
る。ただし、当該既存技術は例えば既存のＬＴＥであるが、既存のＬＴＥに限られない。
また、本明細書で使用する「ＬＴＥ」は、特に断らない限り、ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ
、及び、ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ以降の方式（例：ＮＲ）を含む広い意味を有するもの
とする。
【００１４】
　また、以下で説明する実施の形態では、既存のＬＴＥで使用されているＳＳ（Ｓｙｎｃ
ｌｏｎｉｚａｔｉｏｎ　Ｓｉｇｎａｌ）、ＰＳＳ（Ｐｒｉｍａｒｙ　ＳＳ）、ＳＳＳ（Ｓ
ｅｃｏｎｄａｒｙ　ＳＳ）、ＰＢＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａ
ｎｎｅｌ）等の用語を使用しているが、これは記載の便宜上のためであり、これらと同様
の信号、機能等が他の名称で呼ばれてもよい。また、ＮＲにおける上述の用語を、ＮＲ－
ＳＳ、ＮＲ－ＰＳＳ、ＮＲ－ＳＳＳ、ＮＲ－ＰＢＣＨ等と表記する。
【００１５】
　以下では、システム全体構成、初期アクセスの例を基本例として説明し、その後本発明
の実施の形態における実施例１及び２を説明する。実施例１及び２は、基本例をベースと
する。ただし、実施例１及び２は、基本例以外のシステム又は初期アクセスをベースとし
てもよい。
【００１６】
　（基本例）
　＜システム全体構成＞
　図１は、本発明の実施の形態における無線通信システムの構成図である。本発明の実施
の形態における無線通信システムは、図１に示すように、基地局装置１００及びユーザ装
置２００を含む。図１には、基地局装置１００及びユーザ装置２００が１つずつ示されて
いるが、これは例であり、それぞれ複数であってもよい。
【００１７】
　基地局装置１００は、１つ以上のセルを提供し、ユーザ装置２００と無線通信を行う通
信装置である。図１に示されるように、基地局装置１００は、同期信号及びシステム情報
をユーザ装置２００に送信する。同期信号は、例えば、ＮＲ－ＰＳＳ及びＮＲ－ＳＳＳで
ある。システム情報は、例えば、ＮＲ－ＰＢＣＨにて送信される。基地局装置１００及び
ユーザ装置２００とはいずれも、ビームフォーミングを行って信号の送受信を行うことが
可能である。ユーザ装置２００は、スマートフォン、携帯電話機、タブレット、ウェアラ
ブル端末、Ｍ２Ｍ（Ｍａｃｈｉｎｅ－ｔｏ－Ｍａｃｈｉｎｅ）用通信モジュール等の無線
通信機能を備えた通信装置であり、基地局装置１００に無線接続し、無線通信システムに
より提供される各種通信サービスを利用する。初期アクセスの段階において、図１に示さ
れるように、ユーザ装置２００は、ランダムアクセスのプリアンブル信号を基地局装置１
００に送信する。当該ランダムアクセスは、基地局装置１００から受信したＮＲ－ＰＢＣ
Ｈによるシステム情報に加え、ＮＲ－ＰＤＳＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｄｏｗｎｌｉｎｋ
　ｓｈａｒｅｄ　ｃｈａｎｎｅｌ）によるシステム情報に基づいて行われる。本実施の形
態において、複信（Ｄｕｐｌｅｘ）方式は、ＴＤＤ（Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｄｕ
ｐｌｅｘ）方式でもよいし、ＦＤＤ（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｄｕｐｌ
ｅｘ）方式でもよい。
【００１８】
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　また、以下の説明において、送信ビームを用いて信号を送信することは、プリコーディ
ングベクトルが乗算された（プリコーディングベクトルでプリコードされた）信号を送信
することと同義である。同様に、受信ビームを用いて信号を受信することは、所定の重み
ベクトルを受信した信号に乗算することと同義である。また、送信ビームを用いて信号を
送信することは、特定のアンテナポートで信号を送信することと表現されてもよい。同様
に、受信ビームを用いて信号を受信することは、特定のアンテナポートで信号を受信する
ことと表現されてもよい。アンテナポートとは、３ＧＰＰの規格で定義されている論理ア
ンテナポートを指す。なお、送信ビーム及び受信ビームの形成方法は、上記の方法に限ら
れるわけではない。例えば、複数アンテナを備える基地局装置１００及びユーザ装置２０
０において、それぞれのアンテナの角度を変える方法を用いてもよいし、プリコーディン
グベクトルを用いる方法とアンテナの角度を変える方法を組み合わせる方法を用いてもよ
いし、その他の方法を用いてもよい。また、例えば、高周波数帯において、複数の互いに
異なる送信ビームが使用されてもよい。複数の送信ビームが使用されることを、マルチビ
ーム運用といい、ひとつの送信ビームが使用されることを、シングルビーム運用という。
【００１９】
　＜初期アクセスの例＞
　図２は、初期アクセスに係るＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピングの例を示す図である。図２
に示される「ＳＳ　ｂｌｏｃｋ」は、互いに関連付けられたＮＲ－ＰＳＳ、ＮＲ－ＳＳＳ
及びＮＲ－ＰＢＣＨをひとつずつ含むリソースユニットである。ＮＲ－ＰＳＳは、基地局
装置１００からユーザ装置２００へ送信されるＮＲにおけるＰＳＳであり、少なくとも初
期の時間及び周波数同期に使用される。ＮＲ－ＳＳＳは、基地局装置１００からユーザ装
置２００へ送信されるＮＲにおけるＳＳＳであり、少なくともセルＩＤ（ｉｄｅｎｔｉｔ
ｙ）の特定に使用される。ＮＲ－ＰＢＣＨは、基地局装置１００からユーザ装置２００へ
送信されるＮＲにおけるＰＢＣＨであり、ＮＲ－ＰＳＳ及びＮＲ－ＳＳＳを検出後、初期
アクセスに必要なシステム情報の一部、例えば、システムフレーム番号（ＳＦＮ：Ｓｙｓ
ｔｅｍ　Ｆｒａｍｅ　Ｎｕｍｂｅｒ）及び他のシステム情報を取得するための情報等が送
信されるチャネルである。図２において、１つのＳＳ　ｂｌｏｃｋは、ＮＲ－ＰＳＳは１
ＯＦＤＭシンボル（以下、「シンボル」という。）、ＮＲ－ＳＳＳは１シンボル、ＮＲ－
ＰＢＣＨは２シンボルの計４シンボルで構成される例が示されている。ＳＳ　ｂｌｏｃｋ
を構成するシンボル数は、４シンボルに限られず、５シンボル又は６シンボル等であって
もよい。
【００２０】
　図２に示される「ＳＳ　ｂｕｒｓｔ　ｓｅｔ」は、１つ又は複数のＳＳ　ｂｌｏｃｋを
含む周期的なリソース群である。「ＳＳ　ｂｕｒｓｔ　ｓｅｔ　ｐｅｒｉｏｄｉｃｉｔｙ
」は、ＳＳ　ｂｕｒｓｔ　ｓｅｔが基地局装置１００からユーザ装置２００へ送信される
周期である。当該周期は、例えば２０ｍｓであってもよいし、５ｍｓであってもよいし、
適宜変更されてもよい。
【００２１】
　図２に示される「Ｓｌｏｔ」は、ＮＲにおける無線フレームの構造を規定する１つの単
位であり、例えば、１４シンボルで構成される。また、例えば、１Ｓｌｏｔは、７シンボ
ルで構成されてもよい。
【００２２】
　図２において、マルチビーム運用の場合、１つのＳＳ　ｂｕｒｓｔ　ｓｅｔが、ＳＳ　
ｂｌｏｃｋを９個含む例が示されている。このとき、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃０～＃８は、そ
れぞれ異なるビームに関連付けられるＳＳ　ｂｌｏｃｋである。シングルビーム運用の場
合、１つのＳＳ　ｂｕｒｓｔ　ｓｅｔが、ＳＳ　ｂｌｏｃｋを１個含む例が示されている
。ここで、繰り返し送信される複数のＳＳ　ｂｌｏｃｋは、８個又は６４個等であっても
良い。また、無線フレームを構成する各Ｓｌｏｔの先頭から数シンボルには、ＤＬ制御信
号が配置されてもよい。無線フレームを構成する各Ｓｌｏｔの最後の数シンボルには、Ｕ
Ｌ制御信号が配置されてもよい。また、無線フレームには、ＤＬデータ及びＵＬデータが
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配置されてもよい。
【００２３】
　例えば、マルチビーム運用の場合、ユーザ装置２００は、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃０～＃８
のいずれかのＳＳ　ｂｌｏｃｋを検出及び取得して、当該ＳＳ　ｂｌｏｃｋに関連付けら
れたリソースを使用して、基地局装置１００への初期アクセスを実行する。
【００２４】
　図３は、異なるＳＣＳにおけるＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピングの例（１）を示す図であ
る。図３において、ＳＣＳは、１５ｋＨｚ、３０ｋＨｚ及び６０ｋＨｚの場合が示されて
おり、１５ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおいて、ＳＳ　ｂｌｏｃｋがマッピングされ
ている。また、１５ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおいて、先頭の２シンボルにＤＬ制
御信号がマッピングされ、最後の１シンボルにＵＬ制御信号がマッピングされている。図
３に示されるように、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃０がマッピングされている期間に、６０ｋＨｚ
　ＳＣＳの無線フレームでＵＬ制御信号及びＤＬ制御信号がマッピングされている。また
、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃１がマッピングされている期間に、３０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレ
ームでＵＬ制御信号及びＤＬ制御信号がマッピングされており、さらに６０ｋＨｚ　ＳＣ
Ｓの無線フレームでＵＬ制御信号及びＤＬ制御信号がマッピングされている。ＳＳ　ｂｌ
ｏｃｋが送信される期間にマッピングされたこれらのＵＬ制御信号及びＤＬ制御信号は、
送信機会が阻害される。図４に示される例では、３０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにお
ける制御信号は４シンボル、６０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおける制御信号は８シ
ンボルが、ＳＳ　ｂｌｏｃｋの送信期間とオーバーラップしている。
【００２５】
　図４は、異なるＳＣＳにおけるＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピングの例（２）を示す図であ
る。図３と同様に、ＳＣＳは、１５ｋＨｚ、３０ｋＨｚ及び６０ｋＨｚの場合が示されて
おり、１５ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおいて、ＳＳ　ｂｌｏｃｋがマッピングされ
ている。また、１５ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおいて、先頭の３シンボルにＤＬ制
御信号がマッピングされ、最後の１シンボルにＵＬ制御信号がマッピングされている。図
４に示されるように、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃０がマッピングされている期間に、３０ｋＨｚ
　ＳＣＳの無線フレームでＵＬ制御信号がマッピングされており、さらに６０ｋＨｚ　Ｓ
ＣＳの無線フレームでＵＬ制御信号及びＤＬ制御信号がマッピングされている。また、Ｓ
Ｓ　ｂｌｏｃｋ＃１がマッピングされている期間に、３０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレーム
でＤＬ制御信号がマッピングされており、さらに６０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームでＵ
Ｌ制御信号及びＤＬ制御信号がマッピングされている。ＳＳ　ｂｌｏｃｋが送信される期
間にマッピングされたこれらのＵＬ制御信号及びＤＬ制御信号は、送信機会が阻害される
。図４に示される例では、３０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおける制御信号は４シン
ボル、６０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおける制御信号は１１シンボル、ＳＳ　ｂｌ
ｏｃｋとオーバーラップしている。
【００２６】
　（実施例１）
　以下、実施例１について説明する。なお、以下の実施例１及び２においては、上述の基
本例の技術に対する改善部分を説明している。したがって、特に説明をしない場合には、
基本例が適用される。また、実施例１及び２は、それぞれ単独で実施されてもよいし、組
み合わせが実施されてもよい。
【００２７】
　図５は、本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋを無線フレームにマッピングす
る手順を説明するためのフローチャートである。
【００２８】
　ステップＳ１において、基地局装置１００は、ＳＳ　ｂｌｏｃｋを無線フレームにＳＣ
Ｓに基づいて、マッピングする。すなわち、あるＳＣＳに対するＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッ
ピングと、当該ＳＣＳとは異なるＳＣＳに対するＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピングとは、異
なっていてもよい。
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【００２９】
　ステップＳ２において、基地局装置１００は、ＳＳ　ｂｕｒｓｔ　ｓｅｔ内のＳＳ　ｂ
ｌｏｃｋ間に１又は複数のシンボルをＳＣＳに基づいて配置する。当該シンボルの数は、
０であってもよい。また、当該シンボルが配置されている期間において、制御信号の送信
機会が増加されてもよい。制御信号の送信機会とは、ＳＳ　ｂｌｏｃｋが送信される無線
フレームのＳＣＳとは異なるＳＣＳで構成される無線フレームにおいて、基地局装置１０
０又はユーザ装置２００が送信する制御信号の送信機会をいう。
【００３０】
　なお、ステップＳ２は、マッピングの例を示しており、例えば、基地局装置１００は、
後述の実施例２のようなマッピングを行ってもよいし、その他のＳＣＳに基づいたマッピ
ングを行ってもよい。
【００３１】
　なお、ユーザ装置２００は、上述のステップにより無線フレームにマッピングされたＳ
Ｓ　ｂｌｏｃｋを受信することにより、同期を行い、ランダムアクセスに必要な情報を得
て、初期アクセスを実行する。
【００３２】
　図６は、本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋが１５ＫＨｚＳＣＳで送信され
る場合のマッピング例を示す図である。また、図６における無線フレームに、１５ｋＨｚ
　ＳＣＳ、３０ｋＨｚ　ＳＣＳ、６０ｋＨｚ　ＳＣＳの３通りのＳＣＳが使用される。図
６に示されるように、ＳＳ　ｂｌｏｃｋが、１５ｋＨｚ　ＳＣＳで送信される場合、ＳＳ
　ｂｌｏｃｋ＃０とＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃１とは、連続してマッピングされず、２シンボル
空けてマッピングされる。当該マッピングにより、３０ｋＨｚ　ＳＣＳ又は６０ｋＨｚ　
ＳＣＳの無線フレームにおいて、当該２シンボルの期間にマッピングされる制御信号は、
送信機会を失わない。図６に示される例では、３０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおけ
る制御信号は１シンボル、６０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおける制御信号は８シン
ボル、ＳＳ　ｂｌｏｃｋとオーバーラップしている。したがって、図３又は図４に示され
るＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピングよりも、図６に示されるＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピング
において、ＳＳ　ｂｌｏｃｋとオーバーラップする制御信号のシンボル数が減少している
。すなわち、制御信号の送信機会が増加している。
【００３３】
　なお、ユーザ装置２００は、上述のようにＳＳ　ｂｌｏｃｋが無線フレームにマッピン
グされた場合、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ間に設けられたＳＳが配置されないシンボルの期間に、
制御信号の送受信を実行することができる。
【００３４】
　図７は、本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋが３０ＫＨｚＳＣＳで送信され
る場合のマッピング例を示す図である。また、図７における無線フレームに、１５ｋＨｚ
　ＳＣＳ、３０ｋＨｚ　ＳＣＳ、６０ｋＨｚ　ＳＣＳの３通りのＳＣＳが使用される。図
７に示されるように、ＳＳ　ｂｌｏｃｋが、３０ｋＨｚ　ＳＣＳで送信される場合、ＳＳ
　ｂｌｏｃｋ＃０とＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃１とは、連続してマッピングされず、１シンボル
空けてマッピングされる。同様に、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃２とＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃３とは、
連続してマッピングされず、１シンボル空けてマッピングされる。当該マッピングにより
、１５ｋＨｚ　ＳＣＳ又は６０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおいて、当該１シンボル
の期間にマッピングされる制御信号は、送信機会を失わない。図７に示される例では、１
５ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおける制御信号は２シンボル、６０ｋＨｚ　ＳＣＳの
無線フレームにおける制御信号は４シンボル、ＳＳ　ｂｌｏｃｋとオーバーラップしてい
る。ここで、例えば、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃０とＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃１とが連続してマッピ
ングされた場合を想定すると、６０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおいて、さらにＤＬ
制御信号が４シンボル分ＳＳ　ｂｌｏｃｋとオーバーラップが増加することがわかる。
【００３５】
　なお、ユーザ装置２００は、図６と同様に、上述のようにＳＳ　ｂｌｏｃｋが無線フレ
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ームにマッピングされた場合、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ間に設けられたＳＳ　ｂｌｏｃｋが配置
されないシンボルの期間に、制御信号の送受信を実行することができる。
【００３６】
　図８は、本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋが２４０ＫＨｚＳＣＳで送信さ
れる場合のマッピング例を示す図である。また、図８における無線フレームに、６０ｋＨ
ｚ　ＳＣＳ、１２０ｋＨｚ　ＳＣＳ、２４０ｋＨｚ　ＳＣＳの３通りのＳＣＳが使用され
る。図８に示されるように、ＳＳ　ｂｌｏｃｋが、２４０ｋＨｚ　ＳＣＳで送信される場
合、図６及び図７とは異なり、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃０とＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃１とは、連続
してマッピングされ、ＳＳ　ｂｌｏｃｋ＃２～＃７まで同様に２つのＳＳ　ｂｌｏｃｋが
連続してマッピングされる。このとき、６０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおけるＤＬ
制御信号は２シンボル、１２０ｋＨｚ　ＳＣＳの無線フレームにおけるＤＬ制御信号は２
シンボルオーバーラップするものの、相対的にオーバーラップする制御信号のシンボルは
少ない。
【００３７】
　ＳＳ　ｂｌｏｃｋを離散的にマッピングすることによりＳＳ　ｂｌｏｃｋと制御信号と
のオーバーラップを避けて制御信号の送信機会に配慮した場合、ユーザ装置２００側では
、離散的にマッピングされたＳＳ　ｂｌｏｃｋを観測するためにＳＳのＳｅａｒｃｈ　ｗ
ｉｎｄｏｗを長く設ける必要があり、電力消費が懸念される。図８に示されるように、Ｓ
ＣＳに応じてＳＳ　ｂｌｏｃｋのマッピングを行うことで、ＳＳ　ｂｌｏｃｋを連続して
送信しても制御信号とのオーバーラップが少ない場合は、ＳＳ　ｂｌｏｃｋを連続して送
信することにより、ユーザ装置２００は、ＳＳのＳｅａｒｃｈ　ｗｉｎｄｏｗを長くする
必要がないため、電力消費を低減することができる。
【００３８】
　上述の実施例１により、基地局装置１００がＳＣＳに基づいて無線フレームにＳＳ　ｂ
ｌｏｃｋの適切なマッピングを行うことで、制御信号の送信に関して効率的なリソース配
置を実現することができる。
【００３９】
　（実施例２）
　図９は、本発明の実施の形態におけるＳＣＳごとに設定するＳＳ　ｂｌｏｃｋ数の例を
示す図である。図９に示されるように、基地局装置１００は、ＳＳ　ｂｌｏｃｋが送信さ
れるＳＣＳに基づいて、ＳＳ　ｂｕｒｓｔ　ｓｅｔ　ｐｅｒｉｏｄｉｃｉｔｙの期間に存
在するＳＳ　ｂｌｏｃｋの最大数を設定してマッピングを行う。図９の例では、ＳＣＳが
１５ｋＨｚの場合、ＳＳ　ｂｌｏｃｋの最大数は４、ＳＣＳが３０ｋＨｚの場合、ＳＳ　
ｂｌｏｃｋの最大数は８、ＳＣＳが１２０ｋＨｚ及び２４０ｋＨｚの場合、ＳＳ　ｂｌｏ
ｃｋの最大数は６４である。
【００４０】
　ここで、ユーザ装置２００が通信を開始するために必要とする、１つのビームに関連付
けられる特定のＳＳ　ｂｌｏｃｋの取得に関して、ＳＣＳに応じてスロットあたりに配置
が必要なＳＳ　ｂｌｏｃｋの数が異なっている。ここで、ＳＣＳに応じてスロットあたり
のＳＳ　ｂｌｏｃｋの数を変更することにより、ユーザ装置２００は、Ｍｅａｓｕｒｅｍ
ｅｎｔを完了するために受信が必要なＳＳ　ｂｌｏｃｋを、ＳＣＳによらずに同一の期間
で受信できる。したがって、ユーザ装置２００は、Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ期間をＳＣＳ
によらずに統一することができる。これにより、ユーザ装置２００は、効率的なＭｅａｓ
ｕｒｅｍｅｎｔが可能になる。
【００４１】
　図１０は、本発明の実施の形態におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋが複数のＳＣＳの無線フレー
ムに並行してマッピングされる例を示す図である。図１０においては、ＳＣＳが、１５ｋ
Ｈｚ、３０ｋＨｚ、１２０ｋＨｚ及び２４０ｋＨｚである場合の無線フレームが示されて
いる。図１０に示されるように、各ＳＣＳ共通に、ＤＬ／ＵＬ制御信号がマッピングされ
る期間と、ＳＳ　ｂｌｏｃｋがマッピングされる期間とが配置される。



(9) JP 6768151 B2 2020.10.14

10

20

30

40

50

【００４２】
　また、基地局装置１００は、図９と同様にＳＣＳに基づくスロット当たりのＳＳ　ｂｌ
ｏｃｋ数に基づき、図１０に示されるようなシンボル配置を有する無線フレームにＳＳ　
ｂｌｏｃｋをマッピングする。さらに、基地局装置１００は、ＤＬ／ＵＬ制御信号が配置
可能な期間と、ＳＳ　ｂｌｏｃｋとが配置可能な期間とを分離してマッピングする。当該
マッピングにより、ＤＬ／ＵＬ制御信号のスケジューリングの自由度が維持される。図１
０は、図９に示されるＳＣＳごとに設定するＳＳ　ｂｌｏｃｋ数を設定しており、ユーザ
装置２００でのＭｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ期間は、いずれのＳＣＳにおいても、４ｍｓに統
一されている。
【００４３】
　上述の実施例２により、ＳＣＳに基づいて基地局装置１００が無線フレームにＳＳ　ｂ
ｌｏｃｋの適切なマッピングを行うことで、制御信号のスケジューリングの自由度が維持
され、ユーザ装置２００は、ＳＣＳが異なっても共通のＭｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ期間でＭ
ｅａｓｕｒｅｍｅｎｔを完了することができる。
【００４４】
　（装置構成）
　次に、これまでに説明した処理及び動作を実行する基地局装置１００及びユーザ装置２
００の機能構成例を説明する。基地局装置１００及びユーザ装置２００はそれぞれ、少な
くとも実施例１及び２を実施する機能を含む。ただし、基地局装置１００及びユーザ装置
２００はそれぞれ、実施例１及び２の中の一部の機能のみを備えることとしてもよい。
【００４５】
　＜基地局装置１００＞
　図１１は、基地局装置１００の機能構成の一例を示す図である。図１１に示されるよう
に、基地局装置１００は、送信部１１０と、受信部１２０と、設定情報管理部１３０と、
リソースマッピング制御部１４０とを有する。図１１に示される機能構成は一例に過ぎな
い。本実施の形態に係る動作を実行できるのであれば、機能区分及び機能部の名称はどの
ようなものでもよい。
【００４６】
　送信部１１０は、ユーザ装置２００側に送信する信号を生成し、当該信号を無線で送信
する機能を含む。受信部１２０は、ユーザ装置２００から送信された各種の信号を受信し
、受信した信号から、例えばより上位のレイヤの情報を取得する機能を含む。また、送信
部１１０は、ユーザ装置２００へＮＲ－ＰＳＳ、ＮＲ－ＳＳＳ、ＮＲ－ＰＢＣＨ、ＤＬ／
ＵＬ制御信号等を送信する機能を有する。
【００４７】
　設定情報管理部１３０は、予め設定される設定情報、及び、ユーザ装置２００に送信す
る各種の設定情報を格納する。設定情報の内容は、例えば、ＮＲ－ＰＳＳ及びＮＲ－ＳＳ
Ｓの信号に係る情報、ＮＲ－ＰＢＣＨに含まれる情報、ＳＣＳに関する情報、ＳＳ　ｂｕ
ｒｓｔ　ｓｅｔ内に含まれるＳＳ　ｂｌｏｃｋの構成及び送信周期に関する情報、ＤＬ／
ＵＬ制御信号に関する情報等である。
【００４８】
　リソースマッピング制御部１４０は、基本例、実施例１及び２において説明した、基地
局装置１００におけるＳＳ　ｂｌｏｃｋの無線フレームへのマッピングの制御を行う。ま
た、リソースマッピング制御部１４０は、制御信号、データ等も無線フレームにマッピン
グする。リソースマッピング制御部１４０でマッピングされた無線フレームは、送信部１
１０で使用される。
【００４９】
　＜ユーザ装置２００＞
　図１２は、ユーザ装置２００の機能構成の一例を示す図である。図１２に示されるよう
に、ユーザ装置２００は、送信部２１０と、受信部２２０と、設定情報管理部２３０と、
初期アクセス制御部２４０とを有する。図１２に示される機能構成は一例に過ぎない。本
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実施の形態に係る動作を実行できるのであれば、機能区分及び機能部の名称はどのような
ものでもよい。
【００５０】
　送信部２１０は、送信データから送信信号を作成し、当該送信信号を無線で送信する。
受信部２２０は、各種の信号を無線受信し、受信した物理レイヤの信号からより上位のレ
イヤの信号を取得する。また、受信部２２０は、基地局装置１００から送信されるＮＲ－
ＰＳＳ、ＮＲ－ＳＳＳ、ＮＲ－ＰＢＣＨ、ＤＬ／ＵＬ制御信号等を受信する機能を有する
。
【００５１】
　設定情報管理部２３０は、受信部２２０により基地局装置１００から受信した各種の設
定情報を格納する。また、設定情報管理部２３０は、予め設定される設定情報も格納する
。設定情報の内容は、例えば、ＮＲ－ＰＳＳ及びＮＲ－ＳＳＳの信号に係る情報、ＮＲ－
ＰＢＣＨに含まれる情報、ＳＣＳに関する情報、ＳＳ　ｂｕｒｓｔ　ｓｅｔ内に含まれる
ＳＳ　ｂｌｏｃｋの構成及び送信周期に関する情報、ＤＬ／ＵＬ制御信号に関する情報等
である。
【００５２】
　初期アクセス制御部２４０は、基本例、実施例１及び２において説明した、ユーザ装置
２００における初期アクセスに係る制御を行う。なお、初期アクセス制御部２４０におけ
る信号送信に関する機能部を送信部２１０に含め、初期アクセス制御部２４０における信
号受信に関する機能部を受信部２２０に含めてもよい。
【００５３】
　＜ハードウェア構成＞
　上述の本発明の実施の形態の説明に用いた機能構成図（図１１及び図１２）は、機能単
位のブロックを示している。これらの機能ブロック（構成部）は、ハードウェア及び／又
はソフトウェアの任意の組み合わせによって実現される。また、各機能ブロックの実現手
段は特に限定されない。すなわち、各機能ブロックは、物理的及び／又は論理的に複数要
素が結合した１つの装置により実現されてもよいし、物理的及び／又は論理的に分離した
２つ以上の装置を直接的及び／又は間接的に（例えば、有線及び／又は無線）で接続し、
これら複数の装置により実現されてもよい。
【００５４】
　また、例えば、本発明の一実施の形態における基地局装置１００及びユーザ装置２００
はいずれも、本実施の形態に係る処理を行うコンピュータとして機能してもよい。図１３
は、本発明の実施の形態に係る基地局装置１００又はユーザ装置２００である無線通信装
置のハードウェア構成の一例を示す図である。上述の基地局装置１００及びユーザ装置２
００はそれぞれ、物理的には、プロセッサ１００１、メモリ１００２、ストレージ１００
３、通信装置１００４、入力装置１００５、出力装置１００６、バス１００７などを含む
コンピュータ装置として構成されてもよい。
【００５５】
　なお、以下の説明では、「装置」という文言は、回路、デバイス、ユニットなどに読み
替えることができる。基地局装置１００及びユーザ装置２００のハードウェア構成は、図
に示した１００１～１００６で示される各装置を１つ又は複数含むように構成されてもよ
いし、一部の装置を含まずに構成されてもよい。
【００５６】
　基地局装置１００及びユーザ装置２００における各機能は、プロセッサ１００１、メモ
リ１００２などのハードウェア上に所定のソフトウェア（プログラム）を読み込ませるこ
とで、プロセッサ１００１が演算を行い、通信装置１００４による通信、メモリ１００２
及びストレージ１００３におけるデータの読み出し及び／又は書き込みを制御することで
実現される。
【００５７】
　プロセッサ１００１は、例えば、オペレーティングシステムを動作させてコンピュータ
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全体を制御する。プロセッサ１００１は、周辺装置とのインターフェース、制御装置、演
算装置、レジスタなどを含む中央処理装置（ＣＰＵ：Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉ
ｎｇ　Ｕｎｉｔ）で構成されてもよい。
【００５８】
　また、プロセッサ１００１は、プログラム（プログラムコード）、ソフトウェアモジュ
ール又はデータを、ストレージ１００３及び／又は通信装置１００４からメモリ１００２
に読み出し、これらに従って各種の処理を実行する。プログラムとしては、上述の実施の
形態で説明した動作の少なくとも一部をコンピュータに実行させるプログラムが用いられ
る。例えば、図１０に示した基地局装置１００の送信部１１０、受信部１２０、設定情報
管理部１３０、リソースマッピング制御部１４０は、メモリ１００２に格納され、プロセ
ッサ１００１で動作する制御プログラムによって実現されてもよい。また、例えば、図１
２に示したユーザ装置２００の送信部２１０と、受信部２２０と、設定情報管理部２３０
、初期アクセス制御部２４０は、メモリ１００２に格納され、プロセッサ１００１で動作
する制御プログラムによって実現されてもよい。上述の各種処理は、１つのプロセッサ１
００１で実行される旨を説明してきたが、２以上のプロセッサ１００１により同時又は逐
次に実行されてもよい。プロセッサ１００１は、１以上のチップで実装されてもよい。な
お、プログラムは、電気通信回線を介してネットワークから送信されても良い。
【００５９】
　メモリ１００２は、コンピュータ読み取り可能な記録媒体であり、例えば、ＲＯＭ（Ｒ
ｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）、ＥＰＲＯＭ（Ｅｒａｓａｂｌｅ　Ｐｒｏｇｒａｍｍ
ａｂｌｅ　ＲＯＭ）、ＥＥＰＲＯＭ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｅｒａｓａｂｌｅ　Ｐ
ｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ＲＯＭ）、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒ
ｙ）などの少なくとも１つで構成されてもよい。メモリ１００２は、レジスタ、キャッシ
ュ、メインメモリ（主記憶装置）などと呼ばれてもよい。メモリ１００２は、本発明の一
実施の形態に係る処理を実施するために実行可能なプログラム（プログラムコード）、ソ
フトウェアモジュールなどを保存することができる。
【００６０】
　ストレージ１００３は、コンピュータ読み取り可能な記録媒体であり、例えば、ＣＤ－
ＲＯＭ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｃ　ＲＯＭ）などの光ディスク、ハードディスクドライ
ブ、フレキシブルディスク、光磁気ディスク（例えば、コンパクトディスク、デジタル多
用途ディスク、Ｂｌｕ－ｒａｙ（登録商標）ディスク）、スマートカード、フラッシュメ
モリ（例えば、カード、スティック、キードライブ）、フロッピー（登録商標）ディスク
、磁気ストリップなどの少なくとも１つで構成されてもよい。ストレージ１００３は、補
助記憶装置と呼ばれてもよい。上述の記憶媒体は、例えば、メモリ１００２及び／又はス
トレージ１００３を含むデータベース、サーバその他の適切な媒体であってもよい。
【００６１】
　通信装置１００４は、有線及び／又は無線ネットワークを介してコンピュータ間の通信
を行うためのハードウェア（送受信デバイス）であり、例えばネットワークデバイス、ネ
ットワークコントローラ、ネットワークカード、通信モジュールなどともいう。例えば、
基地局装置１００の送信部１１０及び受信部１２０は、通信装置１００４で実現されても
よい。また、ユーザ装置２００の送信部２１０及び受信部２２０は、通信装置１００４で
実現されてもよい。
【００６２】
　入力装置１００５は、外部からの入力を受け付ける入力デバイス（例えば、キーボード
、マウス、マイクロフォン、スイッチ、ボタン、センサなど）である。出力装置１００６
は、外部への出力を実施する出力デバイス（例えば、ディスプレイ、スピーカー、LEDラ
ンプなど）である。なお、入力装置１００５及び出力装置１００６は、一体となった構成
（例えば、タッチパネル）であってもよい。
【００６３】
　また、プロセッサ１００１及びメモリ１００２などの各装置は、情報を通信するための
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バス１００７で接続される。バス１００７は、単一のバスで構成されてもよいし、装置間
で異なるバスで構成されてもよい。
【００６４】
　また、基地局装置１００及びユーザ装置２００はそれぞれ、マイクロプロセッサ、デジ
タル信号プロセッサ（ＤＳＰ：Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ）、
ＡＳＩＣ（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒ
ｃｕｉｔ）、ＰＬＤ（Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｌｏｇｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ）、ＦＰＧ
Ａ（Ｆｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）などのハードウェ
アを含んで構成されてもよく、当該ハードウェアにより、各機能ブロックの一部又は全て
が実現されてもよい。例えば、プロセッサ１００１は、これらのハードウェアの少なくと
も１つで実装されてもよい。
【００６５】
　（実施の形態のまとめ）
　以上、説明したように、本発明の実施の形態によれば、　複数のユーザ装置と通信を行
う基地局装置であって、前記複数のユーザ装置に複数の無線信号を送信する送信部と、サ
ブキャリア間隔に基づいて、同期信号及びシステム情報が含まれる周期的なブロックを前
記複数の無線信号のうち１又は複数の無線信号に配置する制御部とを有する基地局装置が
提供される。
【００６６】
　上記の構成により、基地局装置とユーザ装置とを有する無線通信システムにおいて、基
地局装置が無線信号に同期信号及びシステム情報が含まれるブロックを適切に配置して、
効率の良いリソース配置を実現する。
【００６７】
　前記複数の無線信号において、前記ブロックの配置は、前記基地局装置又は前記ユーザ
装置が送信する制御信号の送信機会が増加するように実行されてもよい。当該構成により
、制御信号の送信機会が増加し、効率の良い通信が可能となる。
【００６８】
　前記周期的なブロックが配置される無線信号において、第１のブロックと、前記第１の
ブロックの直後に配置される第２のブロックとが、離散的に配置されてもよい。当該構成
により、リソース配置の自由度が向上し、制御信号とのオーバーラップを防ぐことができ
る。
【００６９】
　前記周期的なブロックが配置される無線信号において、第３のブロックと、前記第３の
ブロックの直後に配置される第４のブロックとの間に、同期信号を含まない１又は複数の
シンボルが、前記サブキャリア間隔に基づいて配置されてもよい。当該構成により、サブ
キャリア間隔に応じて、ブロックと他のブロックが配置される間に設けられるブロックが
送信されないシンボル数が変更され、当該シンボルの期間に制御信号を送信することがで
きる。
【００７０】
　前記複数の無線信号において、前記ブロックの配置は、前記ブロックが配置される期間
と、前記基地局装置又は前記ユーザ装置が送信する制御信号が配置される期間とが分離さ
れるように実行されてもよい。当該構成により、異なるサブキャリア間隔で構成される複
数の無線信号の間で、共通のギャップが設けられ、制御信号の配置の自由度が向上する。
【００７１】
　前記周期的なブロックが配置される無線信号において、所定の期間に配置される前記ブ
ロックの数及び前記ブロックが配置されるシンボル位置は、前記サブキャリア間隔に基づ
き、かつ、前記周期的なブロックが配置される複数の無線信号の各々において、前記ユー
ザ装置が通信を開始するために必要とする、１つのビームに関連付けられる前記ブロック
の数が、所定の期間で同一であってもよい。当該構成により、異なるサブキャリア間隔で
構成される複数の無線信号において、ユーザ装置２００は、統一された共通の期間で通信
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を開始する動作を実行することが可能となり、効率の良い初期アクセス動作ができる。
【００７２】
　（実施形態の補足）
　以上、本発明の実施の形態を説明してきたが、開示される発明はそのような実施形態に
限定されず、当業者は様々な変形例、修正例、代替例、置換例等を理解するであろう。発
明の理解を促すため具体的な数値例を用いて説明がなされたが、特に断りのない限り、そ
れらの数値は単なる一例に過ぎず適切な如何なる値が使用されてもよい。上記の説明にお
ける項目の区分けは本発明に本質的ではなく、２以上の項目に記載された事項が必要に応
じて組み合わせて使用されてよいし、ある項目に記載された事項が、別の項目に記載され
た事項に（矛盾しない限り）適用されてよい。機能ブロック図における機能部又は処理部
の境界は必ずしも物理的な部品の境界に対応するとは限らない。複数の機能部の動作が物
理的には１つの部品で行われてもよいし、あるいは１つの機能部の動作が物理的には複数
の部品により行われてもよい。実施の形態で述べた処理手順については、矛盾の無い限り
処理の順序を入れ替えてもよい。処理説明の便宜上、基地局装置１００及びユーザ装置２
００は機能的なブロック図を用いて説明されたが、そのような装置はハードウェアで、ソ
フトウェアで又はそれらの組み合わせで実現されてもよい。本発明の実施の形態に従って
基地局装置１００が有するプロセッサにより動作するソフトウェア及び本発明の実施の形
態に従ってユーザ装置２００が有するプロセッサにより動作するソフトウェアはそれぞれ
、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、フラッシュメモリ、読み取り専用メモリ（ＲＯＭ
）、ＥＰＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、レジスタ、ハードディスク（ＨＤＤ）、リムーバブルデ
ィスク、ＣＤ－ＲＯＭ、データベース、サーバその他の適切な如何なる記憶媒体に保存さ
れてもよい。
【００７３】
　また、情報の通知は、本明細書で説明した態様／実施形態に限られず、他の方法で行わ
れてもよい。例えば、情報の通知は、物理レイヤシグナリング（例えば、ＤＣＩ（Ｄｏｗ
ｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）、ＵＣＩ（Ｕｐｌｉｎｋ　Ｃｏ
ｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ））、上位レイヤシグナリング（例えば、ＲＲＣ（
Ｒａｄｉｏ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）シグナリング、ＭＡＣ（Ｍｅｄｉｕｍ
　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）シグナリング、ブロードキャスト情報（ＭＩＢ（Ｍａ
ｓｔｅｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｂｌｏｃｋ）、ＳＩＢ（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｉｎｆｏｒ
ｍａｔｉｏｎ　Ｂｌｏｃｋ））、その他の信号又はこれらの組み合わせによって実施され
てもよい。また、ＲＲＣシグナリングは、ＲＲＣメッセージと呼ばれてもよく、例えば、
ＲＲＣ接続セットアップ（ＲＲＣ　Ｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ　Ｓｅｔｕｐ）メッセージ、Ｒ
ＲＣ接続再構成（ＲＲＣ　Ｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ　Ｒｅｃｏｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎ）メ
ッセージなどであってもよい。
【００７４】
　本明細書で説明した各態様／実施形態は、ＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔ
ｉｏｎ）、ＬＴＥ－Ａ（ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ）、ＳＵＰＥＲ　３Ｇ、ＩＭＴ－Ａｄ
ｖａｎｃｅｄ、４Ｇ、５Ｇ、ＦＲＡ（Ｆｕｔｕｒｅ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ）、Ｗ－
ＣＤＭＡ（登録商標）、ＧＳＭ（登録商標）、ＣＤＭＡ２０００、ＵＭＢ（Ｕｌｔｒａ　
Ｍｏｂｉｌｅ　Ｂｒｏａｄｂａｎｄ）、ＩＥＥＥ　８０２．１１（Ｗｉ－Ｆｉ）、ＩＥＥ
Ｅ　８０２．１６（ＷｉＭＡＸ）、ＩＥＥＥ　８０２．２０、ＵＷＢ（Ｕｌｔｒａ－Ｗｉ
ｄｅＢａｎｄ）、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、その他の適切なシステムを利用する
システム及び／又はこれらに基づいて拡張された次世代システムに適用されてもよい。
【００７５】
　本明細書で説明した各態様／実施形態の処理手順、シーケンス、フローチャートなどは
、矛盾の無い限り、順序を入れ替えてもよい。例えば、本明細書で説明した方法について
は、例示的な順序で様々なステップの要素を提示しており、提示した特定の順序に限定さ
れない。
【００７６】
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　本明細書において基地局装置１００によって行われるとした特定動作は、場合によって
はその上位ノード（ｕｐｐｅｒ　ｎｏｄｅ）によって行われることもある。基地局装置１
００装置を有する１つ又は複数のネットワークノード（ｎｅｔｗｏｒｋ　ｎｏｄｅｓ）か
らなるネットワークにおいて、ユーザ装置２００との通信のために行われる様々な動作は
、基地局装置１００及び／又は基地局装置１００以外の他のネットワークノード（例えば
、ＭＭＥ又はＳ－ＧＷなどが考えられるが、これらに限られない）によって行われ得るこ
とは明らかである。上記において基地局装置１００以外の他のネットワークノードが１つ
である場合を例示したが、複数の他のネットワークノードの組み合わせ（例えば、ＭＭＥ
及びＳ－ＧＷ）であってもよい。
【００７７】
　本明細書で説明した各態様／実施形態は単独で用いてもよいし、組み合わせて用いても
よいし、実行に伴って切り替えて用いてもよい。
【００７８】
　ユーザ装置２００は、当業者によって、加入者局、モバイルユニット、加入者ユニット
、ワイヤレスユニット、リモートユニット、モバイルデバイス、ワイヤレスデバイス、ワ
イヤレス通信デバイス、リモートデバイス、モバイル加入者局、アクセス端末、モバイル
端末、ワイヤレス端末、リモート端末、ハンドセット、ユーザエージェント、モバイルク
ライアント、クライアント、又はいくつかの他の適切な用語で呼ばれる場合もある。
【００７９】
　基地局装置１００は、当業者によって、ＮＢ（ＮｏｄｅＢ）、ｅＮＢ（ｅｎｈａｎｃｅ
ｄ　ＮｏｄｅＢ）、ｇＮＢ、ベースステーション（Ｂａｓｅ　Ｓｔａｔｉｏｎ）、又はい
くつかの他の適切な用語で呼ばれる場合もある。
【００８０】
　本明細書で使用する「判断（ｄｅｔｅｒｍｉｎｉｎｇ）」、「決定（ｄｅｔｅｒｍｉｎ
ｉｎｇ）」という用語は、多種多様な動作を包含する場合がある。「判断」、「決定」は
、例えば、判定（ｊｕｄｇｉｎｇ）、計算（ｃａｌｃｕｌａｔｉｎｇ）、算出（ｃｏｍｐ
ｕｔｉｎｇ）、処理（ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ）、導出（ｄｅｒｉｖｉｎｇ）、調査（ｉｎ
ｖｅｓｔｉｇａｔｉｎｇ）、探索（ｌｏｏｋｉｎｇ　ｕｐ）（例えば、テーブル、データ
ベース又は別のデータ構造での探索）、確認（ａｓｃｅｒｔａｉｎｉｎｇ）した事を「判
断」「決定」したとみなす事などを含み得る。また、「判断」、「決定」は、受信（ｒｅ
ｃｅｉｖｉｎｇ）（例えば、情報を受信すること）、送信（ｔｒａｎｓｍｉｔｔｉｎｇ）
（例えば、情報を送信すること）、入力（ｉｎｐｕｔ）、出力（ｏｕｔｐｕｔ）、アクセ
ス（ａｃｃｅｓｓｉｎｇ）（例えば、メモリ中のデータにアクセスすること）した事を「
判断」「決定」したとみなす事などを含み得る。また、「判断」、「決定」は、解決（ｒ
ｅｓｏｌｖｉｎｇ）、選択（ｓｅｌｅｃｔｉｎｇ）、選定（ｃｈｏｏｓｉｎｇ）、確立（
ｅｓｔａｂｌｉｓｈｉｎｇ）、比較（ｃｏｍｐａｒｉｎｇ）などした事を「判断」「決定
」したとみなす事を含み得る。つまり、「判断」「決定」は、何らかの動作を「判断」「
決定」したとみなす事を含み得る。
【００８１】
　本明細書で使用する「に基づいて」という記載は、別段に明記されていない限り、「の
みに基づいて」を意味しない。言い換えれば、「に基づいて」という記載は、「のみに基
づいて」と「に少なくとも基づいて」の両方を意味する。
【００８２】
　「含む（ｉｎｃｌｕｄｅ）」、「含んでいる（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）」、及びそれらの
変形が、本明細書あるいは特許請求の範囲で使用されている限り、これら用語は、用語「
備える（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」と同様に、包括的であることが意図される。さらに、
本明細書あるいは特許請求の範囲において使用されている用語「又は（ｏｒ）」は、排他
的論理和ではないことが意図される。
【００８３】
　本開示の全体において、例えば、英語でのａ、ａｎ及びｔｈｅのように、翻訳により冠
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なければ、複数のものを含み得る。
【００８４】
　なお、１つのＳＣＳで構成され、時間方向に複数の無線フレームを含む信号は、無線信
号の一例である。リソースマッピング制御部１４０は、制御部の一例である。１つのＳＳ
　ｂｌｏｃｋがマッピングされる複数のシンボル、又は１つのＳＳ　ｂｌｏｃｋは、ブロ
ックの一例である。
【００８５】
　以上、本発明について詳細に説明したが、当業者にとっては、本発明が本明細書中に説
明した実施形態に限定されるものではないということは明らかである。本発明は、特許請
求の範囲の記載により定まる本発明の趣旨及び範囲を逸脱することなく修正及び変更態様
として実施することができる。したがって、本明細書の記載は、例示説明を目的とするも
のであり、本発明に対して何ら制限的な意味を有するものではない。
【符号の説明】
【００８６】
１００　　　基地局装置
２００　　　ユーザ装置
１１０　　　送信部
１２０　　　受信部
１３０　　　設定情報管理部
１４０　　　リソースマッピング制御部
２００　　　ユーザ装置
２１０　　　送信部
２２０　　　受信部
２３０　　　設定情報管理部
２４０　　　初期アクセス制御部
１００１　プロセッサ
１００２　メモリ
１００３　ストレージ
１００４　通信装置
１００５　入力装置
１００６　出力装置
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